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「議論の中間的な整理」の要約

平成 22年 6月 22日
専門家委員会委員長 神野 直彦

専門家委員会は、税制調査会の要請を踏まえ、「80年代以降の内外の税制改革の総
括」のテーマについて、 3月 から4月 にかけて議論を行った。以下は、各委員から
出された意見等をもとに、委員長の責任において、議論の概要をまとめたものであ
る。審議の時間が限られていたことから、概括的な議論が一巡した段階であり、各
論点について議論を尽くせているわけではないことに留意いただきたい。

1.80年代以降の内外の主な税制改革とその評価

(1)海外における 80年代以降の主な税制改革について
○ 海外の主要先進国においては、

① 欧州では、1970年前後という早い時期より、高齢化の進展などに伴う福祉
国家化や財政赤字削減の観点から、所得課税の税収規模を維持しつつ、付加
価値税の創設・税率引上げなどによって、財源調達機能 (「税収力」)と税・
社会保障を通じた再分配機能の維持 。強化を図ってきている。

② 他方、アメリカについては、連邦税制において所得課税を中心とした税制
が維持されているが、これは欧州諸国と比較して高齢化が進んでおらず、ま
た公的社会保障の比重が相対的に低いことが背景にあると考えられる。また、
連邦と州の関係もあり、付加価値税は導入されていない。

(2)我が国における 80年代以降の主な税制改革について
○ 我が国の 80年代以降の主な税制改革の基本的な考え方は、少子高齢化社会

に対応するため、社会共通の費用を広く薄く分かち合うという考え方の下、直
接税中心の税体系から、所得・消費・資産等のバランスのとれた税体系へとい
うものであった。

O ところが、実際には、近年、我が国経済の成長率が長期にわたり低い水準で
推移する中で、

① 歳入面では、所得税などの度重なる減税や景気後退などにより税収が減少
する一方、

② 歳出面では、急速に高齢化が進んだことにより社会保障支出が一貫して増
加し、

この両方の構造的な要因により我が国財政は危機的な状況に陥り、現政権に引
き継がれた債務残高は主要先進国に例のない水準となっている。フローベース
でも、平成 22年度予算において、当初予算ベースで戦後初めて税収が公債発
行額を下回るなど、我が国の税収力は著しく弱く、財政赤字の大きさは深刻な
事態にある。

○ 税による再分配機能については低下してきている。他方、税に社会保障も併
せた再分配機能は上昇してきているが、これは財政赤字に頼って実現されてい
る面がある。



2.税制抜本改革を進める上での課題と考え方

(1)税収力の回復一一破綻を回避し、安心と活力のある社会を実現するために
〇 国民が安心して暮らせる活力のある社会の実現は政府の重要な役割である。

そして、租税とは、「支え合う社会」を実現するために必要な費用を国民が分
かち合うものである。

○ 現在の危機的な財政状況を放置すれば、欧州の一部で生じているようなマー
ケットを通じた国債の信認低下や金利の急激な上昇を招き、財政がさらに悪化
して政策の自由度が制限されるだけでなく、社会保障をはじめとする公共サー
ビスの実施が不可能になるという最悪のシナリオも想定しうる。また、金利の
上昇が個人・企業の債務負担の増加や民間設備投資への悪影響をもたらす懸念
もある。そして、これらを通じて国民生活や経済全般に重大な影響が及ぶおそ
れがある。さらに、財政赤字は将来世代への負担先送りを意味し、世代間の不
公平が拡大する原因ともなる。

○ 前政権から引き継がれたこうした負の遺産の解決を図り、国民が安心して暮
らせる活力のある社会を実現するためには、政権交代を機に、現政権において、
無駄の削減などの歳出の見直しと併せ、税収力を回復することが急務となって
いる。そのためには、実際に相当程度の増収に結びつくよう、個人所得課税、
法人課税、消費課税、資産課税等の税制全般にわたる税制の抜本的な改革を行
って、「支え合う社会」の実現に必要な費用を国民の間で広く分かち合う必要
がある。

(2)再分配機能の回復

○ 国民が安心して暮らせる社会を実現するためには、格差の拡大とその固定化
を食い止めることが重要な課題であり、社会保障制度と併せて、税制の再分配
機能の回復を図ることが重要な課題である。

○ このため、所得や資産に対する課税において、累進構造を回復させる改革を
行つて、税制の再分配機能を取り戻す必要がある。

O なお、給付を含めた税財政の再分配機能を真に発揮させるためには、税収力
の回復を同時に図ることが必要である。それを怠り、再分配を財政赤字を増や
す形で行えば、現在の世代と将来世代との間の不公平感・格差の拡大につなが
るおそれがある。

(3)将来の人口構造と社会保障制度の安定的な財源確保
○ 支え合う社会を実現するに当たり、税制による再分配には自ずと限界があり、
社会保障制度を通じた再分配の役割が重要である。したがって、それを支える
安定的な財源を確保するための税制改革が急務である。

○ 高齢者の急増、勤労世代の減少という将来の見通しを踏まえると、勤労世代
に偏って負担を求めるのは困難であり、社会で広く分かち合う消費税は重要な
税目であると考えられる。



(4)経済成長と税制
○ 経済成長と国民負担率の関係については、先進国の傾向を見てみると、近年

において、経済成長率が高い国の中には、国民負担率が低い国もあれば高い国
もある。

○ 我が国については、税収力を回復し、持続可能な財政・社会保障制度の構築
やセーフティネットの充実を図ることによって、国民の将来不安が解消され、
家計が消費を増やすといったプラスの効果が期待される。セーフティネットの
確立、経済活性化、財政健全化は一体の関係にあり、税制抜本改革の実施によ
り、「強い社会保障」を「強い財政」で支え、「強い経済」を目指すという好循
環を促す必要がある。

○ 経済のグローバル化との関係では、近年の新興市場国の台頭等を背景に、税
制を国際競争力の観点からさらに議論すべきとの意見と、税負担と国際競争力
とを安易に結びつけて議論すべきでないとの意見の両論があった。また、法人
税率の引下げを行う場合、課税ベースの拡大と併せて実施すべきである。

(5)地域主権を確立するための税制
○ 国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使える財源を拡充す

るという観点から国・地方間の税財源の配分のあり方を見直すことが必要であ
る。

O 社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税
源の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税体系を構築することが必要である。

(6)納税者の納得・理解
○ 税制抜本改革を進める上では、納税者の納得・理解が重要であり、税制の公
平感の再構築や課税逃れ防止、所得の正確な捕捉等が必要である。

O 格差の是正、公正性の追求という観点から、所得の高い者に対しより負担を
求めるというメッセージを出すことは重要である。

O 消費税の使途について、社会保障と関連付けて理解を求めることが重要であ
る。

(7)全体として整合性のある税制抜本改革
○ 税収力の回復と社会保障の安定財源確保、税の再分配機能の回復及び地域主
権の確立のための税制の構築を図り、セーフティネットの確立、経済活性化、
財政健全化の好循環を促すためには、納税者の納得や理解を得て、全体として
整合性のある税制の抜本的な改革を考える必要がある。

O そのためには、個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等の税制全般
を見直す必要がある。

O 特に、高齢化が進み人口構造が変わる中で消費税を重視する方向で国民によ
り幅広く負担を求める必要がある一方、再分配等の観点から累進性のある所得
税に一定の役割を担わせる必要がありt税体系上、両者は車の両輪としてそれ
ぞれの役割を担うべきである。

○ 納税者の納得や理解を得るためには、税制をどう改革するのかを、スケジュ
ールとともに国民に明示すべきである。



平成22年 6月 22日
専門家委員会委員長 神野 直彦

「議論の中間的な整理」

専門家委員会は、税制調査会の要請を踏まえ、「80年代以降の内外
の税制改革の総括」のテーマについて、 3月 から4月 にかけて議論
を行った。以下は、各委員から出された意見等をもとに、委員長の
責任において、議論の概要をまとめたものである。審議の時間が限
られていたことから、概括的な議論が一巡した段階であり、各論点
について議論を尽くせているわけではないことに留意いただきたい。

1.80年代以降の内外の主な税制改革とその評価

(1)海外における 80年代以降の主な税制改革について

○ 海外の主要先進国においては、

① 欧州では、1970年前後という早い時期より、高齢化の進
展などに伴う福祉国家化や財政赤字削減の観点から、所得課
税の税収規模を維持しつつ、付加価値税の創設・税率引上げ
などによって、財源調達機能 (「税収力」)と税・社会保障を
通じた再分配機能の維持・強化を図ってきている。

② 他方、アメリカについては、連邦税制において所得課税を
中心とした税制が維持されているが、これは欧州諸国と比較
して高齢化が進んでおらず、また公的社会保障の比重が相対
的に低いことが背景にあると考えられる。また、連邦と州の
関係もあり、付加価値税は導入されていない。

○ 詳細に税制の動きを見てみると、所得税については、80年代
のアメリカ・イギリス・ ドイツ ◆フランス 0ス ウェーデンにお
いて、税率区分の簡素化、税率の引下げによる累進構造の緩和
といった点が共通して観察される。その後、90年代以降 2000

年代半ばまでの動きとしては、アメリカにおいては高所得者に
対する最高税率の一定程度の引上げ等が行われる一方、イギリ
ス・ ドイツ・フランスでは税率の引下げによる更なる累進構造
の緩和等が行われた。また、スウェーデンにおいては二元的所



得税が導入された。なお、こうした累進構造の緩和等の減税の

実施にかかわらず、これらの国における個人所得課税の税収の

対GDP比を見ると、スウェーデンを除く国々では一定の水準

が維持されてきている。

○ 近年の動きとしては、高所得者に対する増税が、ドイツ・イ

ギリスにおいて実施され、アメリカにおいて提案されている。

○ フランスでは、付加価値税率が高く (1991年当時の標準税率

18.6%)引上げが困難な中で、社会保障財源を所得課税に求め

るため、1991年以降、一般社会税の導入 。税率引上げ・課税標

準の拡大、社会保障債務返済税及び社会税の導入が行われた。

これらの税は、広範な所得を対象として、控除をほとんど認め

ずに、定率でフラットに課税するものであり、社会保障財源が

社会全体で広く分担されている。フランスでは、所得課税の税

収が対GDP比で大きく伸びているが、これは、こうした事情

によるものである。

○ 法人税については、各国とも、税率を引き下げ、課税ベース

を広げる方向での税制改正を進めてきている。

○ 付加価値税については、欧州諸国では 1970年前後に導入し

ているが、その際の標準税率は、フランスでは 20%であったほ

か、それ以外の主な国でも、10%余 りと、当初から比較的高率

であった。

その後、イギリス・スウェーデン・ドイツ 。イタリア等にお

いては、財政赤字削減、高齢化社会への対応等の社会保障歳出

の財源確保、EC指令による付加価値税率の調和等の観点から、

付加価値税の標準税率を引き上げてきている。

引上げの多くは 90年代前半までに行われており、近年では余

り引き上げられていないとの指摘があるが、引上げが行われて

いない国々では、すでに標準税率が 20%前後まで上がっており、

また、社会保障歳出の増加要因となる人口高齢化がもはや大き

く進んでいない状況となっている。他方、近年も人口の高齢化

が進んでおり、世界で我が国に次いで老年人口比率が高いドイ

ツやイタリアでは、90年代後半以降もさらに付加価値税率を引

き上げている。



○ こうした欧州諸国の状況に比して、世界で最も高齢化が進ん
でいる我が国の消費税については、税率、対GDP比 の税収、
対総税収比の税収のいずれも諸外国と比べて低い水準にある。

○ なお、アメリカについては、連邦税制において所得課税を中
心とした税制が維持されているが、これは欧州諸国と比較して
高齢化が進んでおらず、また公的社会保障の比重が相対的に低
いことが背景にあると考えられる。また、連邦と州の関係もあ
り、付加価値税は導入されていない。

(2)我が国における 80年代以降の主な税制改革について

○ 我が国の 80年代以降の主な税制改革の基本的な考え方は、
少子高齢化社会に対応するため、社会共通の費用を広く薄く分
かち合うという考え方の下、直接税中心の税体系から、所得・

消費・資産等のバランスのとれた税体系へというものであった。

○ 我が国の 80年代以降の主な税制改革の基本的な考え方は、
少子高齢化社会に対応するため、社会共通の費用を広く薄く分
かち合うという考え方の下、直接税中心の税体系から、所得・

消費 。資産等のバランスのとれた税体系へというものであっ
た。

○ ところが、実際には、近年、我が国経済の成長率が長期にわ
たり低い水準で推移する中で、

① 歳入面では、所得税などの度重なる減税や景気後退などに
より税収が減少する一方、

② 歳出面では、急速に高齢化が進んだことにより社会保障支
出が一貫して増加し、

この両方の構造的な要因により我が国財政は危機的な状況に陥
り、現政権に引き継がれた債務残高は主要先進国に例のない水
準となっている。フローベースでも、平成 22年度予算におい
て、当初予算ベースで戦後初めて税収が公債発行額を下回るな
ど、我が国の税収力は著しく弱く、財政赤字の大きさは深刻な
事態にある。

○ 税による再分配機能については低下してきている。他方、税
に社会保障も併せた再分配機能は上昇してきているが〔これは
財政赤字に頼って実現されている面がある。



○ しかし、実際には、急速な高齢化の進展により社会保障財源

の強化が必要であつたにもかかわらず、財源手当のための税制

改革が先送りされてきたという要因と、度重なる減税や景気後

退などによる税収減という要因の両方により、消費課税の負担

が低いまま、所得課税の負担が低下した。国民が安心して暮ら

せる活力ある社会を実現する上で必要な政府の機能を賄うた

めの財源調達機能 (「税収力」)は著しく弱い状況にある。

○ 我が国の 80年代以降の主な税制改革を時系列で見てみると、

平成元年に消費税が導入され、これに先行して昭和 62年から

平成元年にかけて所得税・相続税等について制度減税が実施さ

れた。これらは、バブル期の雇用者報酬や地価等の上昇に伴い

負担感が重くなっていたという背景に加え、本格的な高齢化社

会の進展という 21世紀の姿を展望し、負担が働き手世代の勤

労所得に偏ることを避け、国民が公平感をもって納税しうるよ

う、所得・消費・資産等のバランスの取れた税体系を目指して

行われたものであった。

○ その後、経済対策として時限的な特別減税等が行われたほか、

平成 9年に消費税率が引き上げられた際には、これに先行して

平成 7年に所得税等の累進緩和・控除額の弓[上げ等の制度減税

が実施された。これは、高齢化社会を支える勤労世代に過度な

負担が偏 らないよう世代を通じた税負担の平準化を図り社会

全体で広く負担を分かち合う等の観点から行われたものであ

った。さらに、平成 11年に所得税等の最高税率の引下げが行

われている。

○ こうした減税は、消費税の導入・引上げを受け入れてもらう

ために必要だったとの意見があったが、他方で、元々諸外国に

比べ税負担が低い中で行われており、減税をし過ぎているとい

う意見があった。

○ 法人税については、国際的な税負担水準の動向など、我が国

の国際競争力確保の観点を勘案し、課税ベースの適正化を図り

つつ、税率の引下げ等の減税が行われてきた。

○ 税収の減少については、経済動向の要因も大きい。バブル期

の平成 2年と比べた所得税等の税収減には、利子所得、土地譲



渡所得等の減少が大きく影響しており、また、その後の景気後
退やデフレの進行によって所得税、法人税を中心に税収が低迷
している。

○ 他方、歳出面では、90年代半ばにおいて景気下支えのために
大規模な財政出動が行われたほか、急速な人口高齢化等に伴い

社会保障給付費が増加の一途をたどり、今後ともこの傾向が続
くことが見込まれている。

○ 経済成長については、名目・実質成長率とともに潜在成長率
も低下しており、我が国経済の成長力が低下してきている。

○ このように、近年、我が国経済の成長率が長期にわたり低い

水準で推移する中で、

① 歳入面では、所得税などの度重なる減税や景気後退などに
より税収が減少する一方、

② 歳出面では、急速に高齢化が進んだことにより社会保障支
出が一貫して増加し、

この両方の構造的な要因により我が国財政は危機的な状況に陥
り、現政権に引き継がれた債務残高は主要先進国に例のない水
準となっている。フローベースでも、平成 22年度予算におい
て、当初予算ベースで戦後初めて税収が公債発行額を下回るな
ど、財政赤字の大きさは深刻な事態にある。

○ 税による再分配機能がどのように働いているかを見てみる
と、例えば、厚生労働省の「所得再分配調査」における税によ
るジエ係数で見た所得格差の改善度を見ると、平成 5年以降、
8年、H年にかけて低下、14年 にかけて若千上昇、17年にか
けてほぼ横ばいとなっており、全体としては低下傾向にある。

(注)我が国の所得格差の状況を見ると、再分配がなされる前の
所得 (当初の所得)についての格差は拡大傾向にある。ただ
し、これについては、高齢化や世帯の小規模化が大きな要因
として説明されている。また、格差の状況については、世代
ごと、あるいは、世帯類型ごとにきめ細かく見ていく必要も
ある。

○ こうしたことの背景としては、例えば、所得税について税率
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の引下げ、その適用範囲 (ブラケット幅)の拡大といつた所得

税のフラット化や、相対的に高所得者に有利な所得控除の拡充

が挙げられると考えられる。

○ また、税に社会保障を併せたジエ係数で見た所得格差の改善

度を見ると、一貫して上昇傾向であり、再分配後所得の格差は

ほぼ横ばいとなっているが、これは財政赤字に頼って実現され

ている面がある。

2.税制抜本改革を進める上での課題と考え方

(1)税収力の回復―一一破綻を回避し、安心と活力のある社会を

実現するために

○ 国民が安心して暮 らせる活力のある社会の実現は政府の重

要な役割である。そして、租税とは、「支え合う社会」を実現

するために必要な費用を国民が分かち合うものである。

○ 現在の危機的な財政状況を放置すれば、欧州の一部で生じて

いるようなマーケットを通じた国債の信認低下や金利の急激

な上昇を招き、財政がさらに悪化して政策の自由度が制限され

るだけでなく、社会保障をはじめとする公共サービスの実施が

不可能になるという最悪のシナリオも想定しうる。また、金利

の上昇が個人・企業の債務負担の増加や民間設備投資への悪影

響をもたらす懸念もある。そして、これらを通じて国民生活や

経済全般に重大な影響が及ぶおそれがある。さらに、財政赤字

は将来世代への負担先送りを意味し、世代間の不公平が拡大す

る原因ともなる。

○ 前政権から引き継がれたこうした負の遺産の解決を図り、国

民が安心して暮らせる活力のある社会を実現するためには、政

権交代を機に、現政権において、無駄の削減などの歳出の見直

しと併せ、税収力を回復することが急務となっている。そのた

めには、実際に相当程度の増収に結びつくよう、個人所得課税、

法人課税、消費課税、資産課税等の税制全般にわたる税制の抜

本的な改革を行って、「支え合う社会」の実現に必要な費用を

国民の間で広く分かち合う必要がある。



○ 国民が安心して暮らせる活力のある社会を実現することは、
政府の重要な役割である。そして、租税とは、「支え合う社会」
を実現するために必要な費用を国民が分かち合うものである。

○ 前述のとおり、我が国財政は危機的な状況に陥っており、現
政権に引き継がれた債務残高は主要先進国に例のない水準と
なっている。フローベースでも、平成 22年度予算において、
当初予算ベースで戦後初めて税収が公債発行額を下回るなど、
財政赤字の大きさは深刻な事態にある。

○ このような財政状況を放置すれば、現在欧州の一部で生じて
いるようなマーケットを通じた国債の信認低下や金利の急激
な上昇を招き、財政がさらに悪化して政策の自由度が制限され
るだけでなく、社会保障をはじめとする公共サービスの実施が
不可能になるという最悪のシナリオも想定しうる。また、金利
の上昇が個人・企業の債務負担の増加や民間設備投資への悪影
響をもたらす懸念もある。そして、これらを通じて、国民生活
や経済全般に重大な影響が及ぶおそれがある。さらに、財政赤
字は将来世代への負担先送りを意味し、世代間の不公平が拡大
する原因ともなる。

○ 前政権から引き継がれたこうした負の遺産の解決を図り、国
民が安心して暮らせる活力のある社会を実現するためには、政
権交代を機に、現政権において、無駄の削減などの歳出の見直
しと併せ、税収力を回復することが急務となっている。そのた
めには、実際に相当程度の増収に結びつくよう、個人所得課税、
法人課税、消費課税、資産課税等の税制全般にわたる税制の抜
本的な改革を行って、「支え合う社会」の実現に必要な費用を
国民の間で広く分かち合う必要がある。

(2)再分配機能の回復

○ 国民が安心して暮らせる社会を実現するためには、格差の拡
大とその固定化を食い止めることが重要な課題であり、社会保
障制度と併せて、税制の再分配機能の回復を図ることが重要な
課題である。

○ このため、所得や資産に対する課税において、累進構造を回



復させる改革を行って、税制の再分配機能を取り戻す必要があ

る。

○ なお、給付を含めた税財政の再分配機能を真に発揮させるた

めには、税収力の回復を同時に図ることが必要である。それを

怠り、再分配を財政赤字を増やす形で行えば、現在の世代と将

来世代との間の不公平感・格差の拡大につながるおそれがあ

る。

○ 国民が安心して暮らせる社会を実現するためには、格差の拡

大とその固定化を食い止めることが重要な課題であり、社会保

障制度と併せて、税制の再分配機能の回復を図ることが重要な

課題である。

○ このため、所得や資産に対する課税において、累進構造を回

復させる改革を行って、税制の再分配機能を取り戻す必要があ

る。その際、
・ 高齢者に金融資産が集中する一方、若年者の所得が低下し

ているため、これらの間での再分配を図る視点が重要である。

・ 所得については実際にどの程度捕捉できるか、という問題

のほか、フローの概念であるため担税力を測る指標としては

不十分という問題もある。所得だけでなく資産も勘案しなが

ら税制の再分配機能の発揮を考える必要がある。

○ 再分配機能の発揮を考えるに当たっては、世帯類型別、ある

いは同じ世代内における再分配の状況も見ていく必要がある。

○ 給付を含めた税財政の再分配機能を真に発揮させるために

は、税収力の回復を同時に図ることが必要である。それを怠 り、

再分配を財政赤字を増やす形で行えば、現在の世代と将来世代

との間の不公平感・格差の拡大につながるおそれがある。

○ 再分配機能の発揮のための二つの方策として、給付付き税額

控除を活用すべきとの意見があった。一方で、どのような目的

で導入するのか整理すべきとの意見、社会保障制度による給付

の方が個別具体のニーズに効率的かつきめ細かく対応できる

との意見、給付付き税額控除の実施に必要な財源を誰に求めて

いくのかとの意見、執行可能性を十分考えるべきとの意見があ

った。



○ 格差の指標として、相対的貧困率が用いられることがあるが、
この数値は中位所得者の可処分所得の 50%未満に属する者の

割合を示すものであり、我が国の数値が国際的に見て高いのは、
中位所得者の可処分所得が相対的に多い、すなわち中位所得者
の税負担が軽いことを示唆しているのではないか、という意見
があった。

(3)将来の人口構造と社会保障制度の安定的な財源確保

○ 支え合う社会を実現していくに当たり、税制による再分配に
は自ずと限界があり、社会保障制度を通じた再分配の役割が重
要である。したがって、税制のあり方として、そうした再分配
の費用について、安定的な財源確保を図っていく必要がある。

○ 我が国の高齢化の状況を見ると、65歳以上の老年人口比率は
20%を超え、世界で最も高齢化が進んでおり、国の社会保障関
係費は足下で年 1兆円超の自然増となっている。また、今後も
諸外国に例を見ないスピー ドで高齢化が進むと予測されてい
る。

○ こうした社会保障制度を持続可能なものとするため、年金・

医療・介護等の社会保障制度全般を支える財源を確保するため
の税制改革は支え合う社会を実現する観点から急務となって
いる。負担水準と給付水準はセットで議論すべきであり、高い

給付水準を求めつつ、低い負担水準を維持することは困難であ
る。

○ 支えられる側である高齢者が大きく増加する一方、支える側
である勤労世代が減少するという将来の人口構造の見通しを

○ 支え合う社会を実現するに当たり、税制による再分配には自
ずと限界があり、社会保障制度を通じた再分配の役割が重要で
ある。したがって、それを支える安定的な財源を確保するため
の税制改革が急務である。

○ 高齢者の急増、勤労世代の減少という将来の見通しを踏まえ
ると、勤労世代に偏つて負担を求めるのは困難であり、社会で
広く分かち合う消費税は重要な税日であると考えられる。



踏まえると、所得税の課税ベースは減少すると考えられるため、

勤労世代だけに偏って負担を求めることは困難であり、社会で

広く分かち合う消費税は重要な税日であると考えられる。

(4)経済成長と税制

○ 経済成長と国民負担率の関係については、先進国の傾向を見

てみると、近年において、経済成長率が高い国の中には、国民

負担率が低い国もあれば高い国もある。

○ 我が国については、税収力を回復し、持続可能な財政 。社会

保障制度の構築やセーフティネットの充実を図ることによっ

て、国民の将来不安が解消され、家計が消費を増やすといった

プラスの効果が期待される。セーフティネットの確立、経済活

性化、財政健全化は一体の関係にあり、税制抜本改革の実施に

より、「強い社会保障」を「強い財政」で支え、「強い経済」を

目指すという好循環を促す必要がある。

○ 経済のグローバル化との関係では、近年の新興市場国の台頭

等を背景に、税制を国際競争力の観点からさらに議論すべきと

の意見と、税負担と国際競争力とを安易に結びつけて議論すべ

きでないとの意見の両論があった。また、法人税率の引下げを

行う場合、課税ベースの拡大と併せて実施すべきである。

○ 経済成長と国民負担率の関係については、先進国の傾向を見

てみると、近年において、経済成長率が高い国の中には、国民

負担率が低い国もあれば高い国もある。

○ 我が国については、税収力を回復し、持続可能な財政 。社会

保障制度の構築やセーフティネットの充実を図ることによっ

て、国民の将来不安が解消され、家計が消費を増やすといった

プラスの効果が期待される。セーフティネットの確立、経済活

性化、財政健全化は一体の関係にあり、税制抜本改革の実施に

より、「強い社会保障」を「強い財政」で支え、「強い経済」を

目指すという好循環を促す必要がある。

○ 所得課税よりも消費課税にウェイ トが高い税体系の方が、例

えば、労働者に対する限界税率やそれを通じた労働供給に与え

る影響が小さいため、経済成長とより親和的であるというのが
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OECDや IMFに おけるエコノミス トをはじめ多くの経済
学者の見解となっている。

他方、消費税を増税すればある程度個人消費にインパクトが
あり、一般的に経済にマイナスの影響を与えるという意見もあ
った。

○ 経済のグローバル化との関係では、近年の新興市場国の台頭
等を背景に、我が国の企業を国内にとどめ雇用確保や経済成長
につなげる観点や対内直投を促進する観点から税制を議論す
べきという意見がある一方、企業の投資判断には様々な要因が
影響しており、:税負担と国際競争力を安易に結びつけて議論す
べきでないとの意見もあった。

○ また、法人税率の引下げを行う場合であっても、現下の我が
国の厳しい財政状況に鑑みれば、これに要する財源の確保と併
せて行うことが前提であり、租税特別措置の見直しなどの課税
ベースの拡大と併せて実施すべきである。

○ この他、経済成長と分配 。再分配との関係では、以下のよう

な様々な意見があった。
・ 経済成長を図つていくことは、我が国の雇用を確保する上

でも重要である。
・ 経済成長をしたからといって、必ずしもそれが社会に分配

されない構造になっているのではないか。
・ 所得再分配機能を回復すれば消費性向の高い低所得者の消

費の増加につながり経済成長に結びつくのではないか。
・ 所得再分配のあり方については、単一の税目だけを考える

のではなく、他の税目や社会保険料負担、歳出 (社会保障給
付などの公共サービス)まで含めて考えることが基本である。

(5)地域主権を確立するための税制

○ 国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使え
る財源を拡充するという観点から国・地方間の税財源の配分の

あり方を見直すことが必要である。
○ 社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費
税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税
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体系を構築することが必要である。

○ 国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使え

る財源を拡充するという観点から国・地方間の税財源の配分の

あり方を見直すことが必要である。

○ 社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費

税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税

体系を構築することが必要である。

○ 地域主権改革を推進するための財源を確保するとすれば、地

方消費税を重視すべき。消費税の一部を偏在度の小さい地方消

費税に移し、それに相当する法人住民税の法人税割を国税に移

譲することにより、地域間の税収の格差を縮めることも可能と

いう議論があった。

○ 課税自主権の観点からは、個人所得課税を軸に強化すること

が重要であるが、同時に、税収の偏在性を是正し、税収の安定

性を高める必要性も大きいことから、地方消費税の充実と法人

事業税の付加価値割の拡大は、有力な選択肢となるという議論

があった。

○ 地方税における間接税のウェイ トはかなり低く、国税とのバ

ランスや、税源の偏在を是正し、税収の安定性を高める観点か

ら、個別間接税や地方消費税の充実は重要な課題である。

○ 個人住民税は、負担と受益の関係が明確で、地方自治体が責

任を持って税率も決められる税目であることから、その充実に

ついて議論をしていく必要がある。地方に望ましい税源は、地

方自治体が課税ベースと税率を決められる税目であり、地方消

費税は、税収の偏在性が小さく、安定的な税としてメリットが

あるが、一方で、課税ベースと税率が地方で決められないとい

う議論があった。

○ 課税自主権の拡充は重要な課題である。法定外税については、

もう少し自治体が自由に使えるような規定のあり方を検討す
べきである。



(6)納税者の納得・理解

○ 税制抜本改革を進める上では、納税者の納得 。理解が重要で
あり、税制の公平感の再構築や課税逃れ防止、所得の正確な捕
捉等が必要である。

○ 格差の是正、公正性の追求という観点から、所得の高い者に
対しより負担を求めるというメッセージを出すことは重要で
ある。

○ 消費税の使途について、社会保障と関連付けて理解を求める
ことが重要である。

○ 税制についての公平感の再構築や課税の適正化を図ること
が、支え合う税制や信頼される税制を構築するために不可欠で
ある。

○ 国民の納得を得るためには、課税逃れをいかに防ぐか、所得
をいかに捕捉するかという努力も重要である。

○ 税制を考える上で、簡素であることや社会的コス トがかから
ないことも重視する必要がある。

○ 格差の是正、公正性の追求という観点から、所得の高い者に
対 しより負担を求めるというメッセージを出していくことは
重要である。

○ 格差を固定化しない社会をつくるというメッセージを出す
ことが重要である。

○ 消費税の使途について、社会保障と関連付けて納税者に理解
を求めて行くことが重要である。

○ 社会保障の受益に対する負担が必要なことが認識されてお
らず、給付には対価が必要であるということを地道に訴えてい
くべき。また、これまで、我が国では、若い世代に受益が感じ
られなかったという問題がある。

○ 経済成長に配慮するというメッセージが重要である。特に若
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年層で意欲のある者のインセンティブを削がない工夫が必要

である。

(7)全体として整合性のある税制抜本改革

○ 税収力の回復と社会保障の安定財源確保、税の再分配機能の

回復及び地域主権の確立のための税制の構築を図り、セーフテ

ィネットの確立、経済活性化、財政健全化の好循環を促すため

には、納税者の納得や理解を得て、全体として整合性のある税

制の抜本的な改革を考える必要がある。

○ そのためには、個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課

税等の税制全般を見直す必要がある。

○ 特に、高齢化が進み人口構造が変わる中で消費税を重視する

方向で国民により幅広く負担を求める必要がある一方、再分配

等の観点から累進性のある所得税に一定の役割を担わせる必要

があり、税体系上、両者は車の両輪としてそれぞれの役割を担

うべきである。

○ 納税者の納得や理解を得るためには、税制をどう改革するの

かを、スケジュールとともに国民に明示すべきである。

○ 税収力の回復と持続可能な社会保障制度を維持するための

安定財源の確保、税の再分配機能の回復及び地域主権の確立の

ための税制の構築を図り、セーフティネットの確立、経済活性

化、財政健全化の好循環を促すためには、納税者の納得や理解

を得ながら、全体として整合性のある税制の抜本的な改革を考

えていくことが必要である。

○ こうした税制抜本改革を実施するに当たっては、個人所得課

税、法人課税、消費課税、資産課税等にわたる税制全般を見直

していくことが必要である。

○ 具体的には、所得税について所得控除から税額控除等への見

直し、税率構造の見直し及び課税ベースの見直し、法人税につ

いて課税ベースの拡大と併せた税率の見直し、消費税を重視す

る方向での見直し、相続税について課税ベース、税率構造の見

直し等を検討するとともに、税源の偏在性が少なく、税収が安

定的な地方税体系の構築を検討することが必要である。
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○ 特に、高齢化が進み人口構造が変わる中で消費税を重視する
方向で国民により幅広く負担を求める必要がある一方、再分配
等の観点から累進性のある所得税に一定の役割を担わせる必
要があり、税体系上、両者は車の両輪としてそれぞれの役割を
担うべきである。

○ 納税者の納得や理解を得るためには、全体として税制をどの
ように改革するのかを、そのスケジュールとともに国民に明示
することが必要である。

○ なお、ドイッにおいては、2007年に財政再建や社会保障のた
めに付加価値税率及び所得税の最高税率の引上げを行い、こう
した増税措置により財政再建に一定の目処がついたことから
2008年に法人税改革として課税ベースを拡大しつつ法人実効
税率を下げており、こうした例は今後の我が国にとって一つの
参考になるとの意見があった。
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(別添)個別税目の各論的な論点に関して出された主な意見

個別税目の各論的な論点については、「80年代以降の内外の税制改

革の総括」の議論の中で、平成 22年度税制改正大綱の第 3章における

記述を踏まえつつ、意見交換を行った。審議の時間が限られていたこ

とから、詳細まで議論を尽くせたわけではないが、委員から出された

主な意見を以下紹介することとしたい。

(1)個人所得課税

① 所得税

○ 所得再分配機能の回復の観点から、所得控除から税額控除等ヘ

の見直しが重要な課題。

○ 所得税の所得再分配機能の回復や再分配のための財源調達機能

の回復の観点から、税率構造 (税率や税率の適用幅)の見直しを

検討すべき。

○ 最高税率の引上げについては、税収が上がらなくとも、政府が

公正性を追求するというメッセージを発することが重要であるこ

と等から積極的な意見がある一方で、元々増収幅が小さい上に、

租税回避行動も予想され、税収が期待できないこと等から消極的

な意見もある。

○ バブル期との比較で所得税収が大幅に減っているのは、利子や

土地譲渡益等の分離課税分の税収減が主な要因であることや、格

差是正が必要であるにせよ働き手に課税する所得税について大き

く見直すことには限界があることから、所得税制の見直しによっ

て大幅な税収増は期待できないことに留意が必要。

○ 給付付き税額控除を導入する場合には、どのような目的で導入

するのかという点や、執行可能性を十分考えるべき。

○ 課税ベースを回復する方向で検討すべき。

ただし、今後、生産年齢人口が減少していくことを踏まえると、

課税ベースの見直しによる税収確保にも限界があることに留意が

必要。
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○ 配偶者控除や扶養控除については、課税ベースを拡充するとい

った観点も含めて広く見直しを検討してはどうか。その際、必要
なところに、税額控除等で配慮するとの考え方もあるのではない

か 。

○ 給与所得控除に関しては、所得再分配機能の回復等の観点から、
上限を設ける方向で検討すべき。

また、いわゆる一人オーナーと個人事業主との課税の公正性を

確保するため、一人オーナーに係る「二重控除」の解消に向けた
見直しを行うことが重要。

○ 金融所得課税については、理念的には総合課税が望ましいが、
金融資産の流動性、グローバル化等を考慮すると、分離課税が適
切。その上で、一体化を目指す方向で検討すべき。

○ 上場株式等の譲渡益 。配当課税の税率については、20%の本則
税率に戻す方向で検討すべき。さらなる見直しに当たっては、諸
外国の状況や法人税の水準を踏まえる必要。

② 個人住民税

○ 個人住民税は、負担と受益の関係が明確で、地方自治体が責任
を持って税率も決められる税目であり、自治体財政に対する責任
の強化という観点からもその充実について議論をしていく必要。

○ 課税自主権の観点からは、個人所得課税を軸に強化することが
重要である。今後、対人社会サービスを増やしていくならば、実
際にそのような支出を行う地方自治体の財源が問題になるため、

地方自治体に安定的な財源を付与するという論点とも一致する。

○ 今後の所得税における控除整理も踏まえ、控除のあり方につい

て検討を進めることが必要。その際、「地域社会の会費」という個
人住民税の基本的性格から、所得控除の額は所得税より低い額と

なっていることに留意が必要。

○ 個人住民税の税額控除については、主として課税技術上の控除
が中心で、「地域社会の会費」という個人住民税の基本的性格から、
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政策的な控除は極めて限定的。

○ 利子・配当、株式 。土地等の譲渡益等に対する住民税の税率に

ついては、従来の住民税の最低税率 5%に合わせて設定していた

が、税源移譲で一律 10%に した際、特に見直しをしないまま税率

5%となっている。

(2)資産課税

① 相続税・贈与税

○ 格差是正の観点から、相続税の基礎控除の引下げ等による課税

ベースの拡大、税率構造の見直しについて平成 23年度改正を目指

すべき。

○ 改正に当たって納得を得るという観点からは、バブル期の地価

急騰に伴い引き上げられてきた基礎控除等が地価の下落にもかか

わらず引き下げられていないことに加え、金融資産の増加、相続

人自身の高齢化による担税力の増加、老後扶養の社会化といつた

環境の変化が指摘される。

○ 相続税の増税は消費促進的という視点も踏まえるべき。

○ 課税方式の変更の検討は、民法等との関係もあり、拙速になら

ず慎重に対応すべき。

○ 補完税である贈与税も同様に格差是正の観点から見直すことが

必要との意見、住宅取得等資金の贈与に係る非課税措置は世代間

格差を引き継ぐことになるため期限に留意することが必要との意     .
見がある一方、当該措置は現下の経済情勢から適当との意見があ

った。                                  `

② 固定資産税

○ 固定資産税は地方の固有な税源。市町村税としての重要な安定

的な財源である。

○ 政策税制措置について、適用実態の正当性を検証して厳格に見
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直すべき。①実施期間が長期にわたる措置、②適用件数が少ない
措置、③適用金額が小さい措置については、特に厳格に見直すこ
とが必要.

○ 負担調整措置については、シンプルにしていく方向で見直して
いくべき。そのあり方については、その時々の経済状況等に応じ
た検討が必要。

○ 商業地等の固定資産税の税負担は、地価公示価格の 7割にさら
に7割をかけた水準にほぼ近づいてきてぃるが、その水準につい
ては、地価の動向等も踏まえ、丁寧な議論が必要。

(3)法人課税

① 法人税

○ 我が国の法人所得課税の税率の水準は、国税と地方税を合わせ
た実効税率で見ると、国際的に高い水準にある。とりわけ、近年
経済発展の著しい近隣の東アジア諸国と比較すると高い。

○ 経済のグローバル化が進展する中で、企業立地を確保し、雇用
の創出・維持を図るためには、法人実効税率の引下げを検討する
必要。

○ 法人税率の引下げは、株主のみに利益をもたらすものではなく、
雇用並びに成長の基盤である企業活動が国内にとどまることや対
内直接投資の拡大などにより、国民に成長の恩恵が行き渡ること
に繋がることに留意する必要。この他、法人税制のあり方を考え
る際に雇用の観点を重視すべきとの意見があった。

○ 他方、企業の公的負担は法人所得課税に止まるものではなく、
社会保険料の事業主負担も含めた企業負担全体の水準で見れば、
我が国の企業の公的負担は、欧米の先進諸外国と比較して高いと
は言えないとの意見があった。

○ 企業の立地は、必ずしも税負担の多寡のみで決まるものではな
く、市場全体の成長性や市場へのアクセス、インフラの整備、人
件費や各種公共料金の価格といった要素によっても左右されるこ
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とに留意する必要。

○ 法人税率の引下げを行う場合であつても、現下の我が国の厳し

い財政状況に鑑みれば、これに要する財源の確保と併せて行うこ

とが前提であり、租税特別措置の見直しなど
~の

課税ベースの拡大

と併せて実施すべき。

○ その際、ドイツの例も参考にしつつ、課税ベースの拡大と併せ、

所得税や消費税など他税目の改革と組み合わせて実施すべきとの     .
意見や、金融所得課税とセットで議論すべき、との意見があつた。

② 地方法人課税

○ 地方法人課税 (法人住民税及び法人事業税)は地方自治体の基

幹税目であるが、景気に左右されやすく、かつ、地域間格差が大

きいという課題を有している。

○ そのため、地方法人課税については、税源の偏在性が少なく税

収が安定的な地方税体系の構築に向けて、国税も含め、地方税全

体を包括的に見直す必要。

○ 消費税の一部を偏在度の小さい地方消費税に移し、それに相当

する法人住民税の法人税割を国税に移譲することにより、地域間

の税収の格差を縮めることも可能。

○ 法人事業税の外形標準課税は、多数の法人が法人事業税を負担

していないという状況の是正を図るとともに、法人所得に対する

税負担を軽減する一方、付加価値等に対して課税するものである。

地方法人課税の税収を安定させる観点や応益課税としての性格の     、

明確化の観点から、特に付加価値割について、中小企業の負担に

留意しつつ、拡充していくべき。                    _

(4)消費課税

① 消費税

○ 消費税は、景気に比較的左右されない税目であり、我が国の基

幹税目であると同時に、勤労世代だけでなく、広く社会の構成員



が税負担を分かち合うことができる等の特長を有し、社会保障財

源の中核を担うにふさわしい。

○ 消費税の社会保障財源としての適性を踏まえれば、その位置付
けをより明確化し、国民がお互いに支え合う姿勢を明らかにして

おくことは、国民の理解を深める上でも重要。

他方、社会保障財源をすべて消費税で賄うという意味での社会

保障目的税とすることについては、社会保障給付の水準に合わせ

た消費税率の引上げ、給付削減の議論に繋がりやすいとの見方も

ある。

○ 消費税を検討する場合には、所得が低いほど負担感が強い、い

わゆる逆進性が指摘される点に留意が必要。

○ 所得再分配のあり方は、他税目や社会保険料の負担とともに、

歳出 (社会保障給付などの公共サービス)まで含めて影響を考え

ることが基本。

○ 逆進性に関しては、以下の意見があった。
一 社会保障給付は、真に支援が必要な者に対して、個々人の事

情に応じたきめ細やかな社会政策的配慮を行うことが可能。
その上で、低所得者を対象とした還付 (給付)、 軽減税率の設

定の可否も検討。
一 給付付き税額控除については、番号制度の導入が前提となる
ほか、不正受給の問題や執行コス トを考慮する必要。

一 軽減税率については、我が国の消費税の特長を損ない、非常
に複雑な制度を生むこととなる可能性があることなどにも留意
が必要。

○ 消費税制度については、累次の税制改正により、信頼性・透明

性は相当程度向上したと考えられるが、今後、消費税の充実を期
していく上では執行可能性やコス トも踏まえつつ、一層の適正化
に向けた取組みが必要。

○ インポイス方式の導入は、仕入税額控除の適正化に資する面も

あるが、他方で免税事業者が取引の中間段階から排除されかねな
いとの懸念もあり、制度の信頼性・透明性の要請と中小零細事業

者の取引実態への配慮のバランスを踏まえた検討が必要。
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仮に軽減税率を導入する場合には、仕入税額控除がより複雑化

することになるため、インボイス方式の導入が不可欠。

○ 簡易課税制度等の中小事業者の特例措置についても、事業者の

事務の実態なども踏まえながら、引き続き必要な見直しが行われ

るべき。

② 地方消費税

○ 地方消費税は偏在性が小さく税収が安定的で、経常的なサービ

スを提供する地方公共団体の基幹税として適切であり、税収の偏

在性の是正や税収の安定性の確保の観点からも、地方消費税の充

実が必要。

○ 我が国においては、地方で個別の消費に対する課税を行ってき

た経緯があり、それを廃止・縮小した上で、地方消費税が創設さ

れたことに十分留意すべき。

○ 地方公共団体は、国と地方の応分の負担により運営する社会保

障制度のほかに、地域に密着したきめ細かな対人社会保障サービ

スを幅広く提供している。

○ これらを踏まえ、社会保障など地方行政を安定的に運営するた

めの地方消費税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収が安定

的な地方税体系を構築することが必要。

(5)環境課税

○ 環境課税として個別間接税を課すことについては、特定の政策     .
目的を含め、課税の趣旨を明確にする必要。

○ したがって「グッド減税・バッド課税」の考え方に立ち、課題

に対応した税制の検討を行う必要。

① 地球温暖化対策のための税

○ 地球温暖化対策のための税については、課税によるC02排出抑

制の観点から税制の仕組みを考える必要があり、平成 23年度実施



に向けた成案を得るべく、さらに検討すべき。

○ 我が国の環境関連税収は対GDP比で見ると欧州諸国よりも低
い水準となっている。

○ 欧州諸国においては、Co2排出量を抑制する観点から、既存
のエネルギー税に加えてC02排出量に着目した炭素税が導入さ
れるなど、取組みが進んでいるが、一方で、欧州諸国でも、化石
燃料全般に均一に課税しているわけではなく、ガソリン・軽油な
ど自動車燃料には重課していることなどに留意が必要。

② 地方環境税

○ 地球温暖化対策のための税については、現に独自の地球温暖化
対策を幅広く実施している地方の財源を確保する仕組みを考えな
ければならない。

○ 車体課税においては、環境対策の視点に併せて簡素化の視点等
も盛り込む必要があるが、環境対応車両の増加に伴う税収減が生
じることも念頭に、取得段階、保有段階、走行段階でバランスよ
く課税していくという視点が重要。

23


